
■実施状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜令和８年３月時点＞
	交付限度額
	158億4199万円　　　 

	うち令和７年度　交付決定額
	52億4738万円（33%）

	うち令和８年度　交付決定額
	―円（―%）

	残額
	105億9460万円（67%）


■主な事業概要　※規模の大きい事業を最大５つ程度記載（詳細は別途実施計画をご覧ください）
	生活者支援

	◆物価高騰対応プレミアム商品券支援事業　　事業費：27億2,100万円　
　物価高騰の影響を受ける生活者の、食料品や生活必需品等の家計負担を軽減するため、市町村と連携し、プレミアム商品券を発行する商工会・商工会議所等に対し支援する。


	事業者支援

	◆小規模事業支援事業(一部)　　事業費：14億6,855万円
　物価高騰や人手不足等により厳しい経営状況にある県内小規模事業者等に対し、商工団体の経営指導員等が伴走型の支援を行うことにより、県内経済の活性化を図る。
◆社会福祉施設等物価高騰対策緊急支援事業　　事業費：14億889万円
　物価高騰の影響を受けている社会福祉施設等の運営継続を図るため、電気代や食材費等高騰分の一部を助成する。
◆中小企業等省力化・生産性向上支援事業　　事業費：１億5,500万円
　人手不足や物価高騰による厳しい経営状況の中で、県内の中小企業等に対して、国の省力化投資補助金等への上乗せ支援を実施することで、生産性向上や賃上げを後押しする。
◆ＬＰガス等価格激変緩和対策事業　　事業費：８億3,100万円
　国の支援対象外であるＬＰガスの利用料金割引を県独自に支援することで、国の支援策を補完し生活者の負担軽減を進める。



※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定
令和７年度補正予算　重点支援地方交付金の活用状況について


大分県








